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１ 趣旨 

 この仕組みは、「大分市公民連携 DX 推進事業」において、民間企業等から各種課題の解

決に向けた提案を幅広く受け付けるものです。 

 社会状況の変化が著しい昨今、行政のみ、担当部署単独では解決できない行政課題・地

域課題※１（以下、「行政課題等」という。）が発生しております。 

このような状況を踏まえ、当市では、民間企業等の新たな活動、進化する技術を踏まえ

て複雑かつ困難な行政課題等を解決するためにも新たなステージでの民間企業等との連携

が必要と考えます。 

提案が当市の今後の政策推進に向けて有意義であると認められる場合には、DX 推進課

において課題所管部署との調整を行い、提案の実現に向けて必要なサポートを行います。

市民サービスの質の向上や行政事務の効率的な実施等、民間企業等ならではの発想や創意

工夫に富んだ提案をお待ちしています。 

 

 

※１…行政課題：市役所の各部署が認識している政策課題、行政運営上の課題のうち、 

行政単独で取り組むにはノウハウの不足や費用の増大が懸念され 

るもの。 

     地域課題：地域（大分市）が抱える諸課題で、市役所の各部署が現時点で手当て

するに至っていないような課題。 

 

 

２ 応募要件 

（１）応募対象事業 

   当市における行政課題等に対し、デジタル技術を活用して解決を図る事業で、民間企

業等が有するノウハウ、アイデア等を活用することにより、次の効果が見込めるもの。 

  ① 市民サービスの効率的な実施又は質の向上に資するもの 

  ② 行政事務の効率的な実施又は質の向上に資するもの 

 

（２）応募資格 

   企業、大学、NPO、個人事業主で、次の要件を満たす者。 

  ① 実証実験の遂行が可能であること 

  ② 暴力団員若しくは暴力団員の統制下にある団体ではないこと 
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（３）実施の可否を判断する観点 

   提案の実施可否は、次の観点及び所管部署との対話を踏まえ、総合的に判断します。 

課題解決 ・提案者のノウハウ等の活用が市の行政課題等の解決に資するか 

実施による効果 ・市民サービスの効率的な実施又は質の向上に資するか 

・行政事務の効率的な実施又は質の向上に資するか 

費用対効果（経済性） ・事業にかかる市の負担（費用、職員の業務量等）に対し、見込ま

れる効果（経費削減等）が上回っているか 

実施形態 ・提案者及び市双方にメリットのある形で事業を実施できるか 

 

３ 応募方法 

（１）提出書類 

  ① 企業等概要書（自由提案用）（様式１） 

  ② 企業提案書（自由提案用）（様式２） 

  ③ 暴力団排除誓約書（様式３） 

  ④ その他必要な資料（様式等任意） 

 

（２）提出方法 

   （１）の提出書類を作成のうえ、大分市企画部デジタル戦略局 DX 推進課までメール

にて提出してください。 

   【E-mail】dx_suishin@city.oita.oita.jp 

   【件 名】「公民連携_自由提案」 

 

（３）応募期限 

   令和８年度の応募期限は、令和８年 1２月 2５日（金）までとなります。 

 

４ 市との連携の流れ 

（１）提案書の提出（民間企業等→DX 推進課） 

（２）提案書の確認（DX 推進課） 

（３）対話・調整（民間企業等↔DX 推進課↔市所管部署） 

（４）実証実験等の実施（民間企業等・市所管部署）※市所管部署において実施可と判断し

た場合 

 ※上記（２）又は（３）の段階で、提案の実施をお断りさせていただく場合もあります。 
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５ その他留意事項 

（１）実証実験等の実施可と判断された場合の取扱いについて 

   所管部署において実証実験の実施可と判断された場合でも、連携方法については下

記のような対応があり得ますので、予めご了承ください。 

   ① 提案に基づき、提案者と連携する方法 

   ② 提案を参考にして事業実施方法を再検討し、改めて事業者の公募を行う方法 

 

（２）費用の負担 

   提案及び対話・調整を経たうえでの実証実験等の実施に要する費用は、提案事業者の

負担とします。 

 

（３）提案が無効となる場合について 

   提案内容が、下記のいずれかに該当する場合は、市が連携を行うにふさわしくないと

判断し、受付を行うことができません。また、対話や調整のなかで、該当する事実が判

明した場合には、実施の可否の検討又は連携を中止します。 

   ・法令及び公序良俗に反する場合 

   ・政治的、宗教的な立場から特定の主義主張に立脚しているなど、行政の中立性を損

なうおそれがあると判断される場合 

   ・提案内容の把握等に関し、提案者の協力が得られない場合 

   ・市の施策や条例・規則等に反する場合や、公共性・公平性に問題がある場合、その

連携を図ることが適当でないと判断される場合 

   ・実証実験等の実施に関し、関係法令に基づく必要な許可・登録等を受けていない 

場合 

 

（４）著作権 

   実証実験等の実施によって生じた成果物の帰属は、必要に応じて協議して定めます。 

 

（５）個人情報の取扱いについて 

   提案の提出や実証実験等の実施等に当たって、個人情報等の保護すべき情報を取扱

う場合は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）等の法令等を遵守

し、その取扱いに万全の対策を講じてください。 

 

（６）秘密保持について 

   提案の提出から実証実験等の実施までの過程で、市から提供があった情報について

は、その秘密を保持のうえ、第三者への提供を不可とします。 
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   また、実証実験等の内容によっては、必要に応じて当市と提案者は機密保持契約書を

締結するものとします。 

 

（７）情報公開について 

   提案の内容等については、実証実験等の実施をする際の公表を除き原則公開しませ

ん。なお、大分市では職員が職務上作成し、又は取得した文書等は、大分市情報公開条

例（平成 16 年条例第 3 号）に基づき情報公開の対象となっていることから、公開の求

めがあった場合、提案者等に係る情報及び提案内容（担当者名、特定の個人を識別する

ことができるものは除く。）は原則として公開の対象とさせていただきます。法人等の

正当な利益を害するおそれがある場合は、事前にご相談ください。 

 

６ 担当部署（お問い合わせ先） 

担  当：大分市企画部デジタル戦略局 DX 推進課 

住  所：〒870-8504 大分市荷揚町 2 番 31 号 

電話番号：097-574-6182 

E - m a i l：dx_suishin@city.oita.oita.jp 


